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は GDP などに効果的に効いてくるには資本移動の制限が必要になります。 
                                                                 
1 Bitcoin 日本語情報サイト「アルトコイン」http://jpbitcoin.com/altcoins（2016 年 2 月 8 日接続）や、吉本・
西田（2014）p.117、高城（2014）第 6 章、野口（2014）第 3 章、斉藤（2015）4.1 節等を参照。また、これ
らに未掲載のものも多い。 
2 通信化技術の応用例については Bitcoin 日本語情報サイト「ビットコイン 2.0」 http://jpbitcoin.com/bitcoin2s
（2016 年 2 月 8 日接続）などを参照。 
3 注目具合については例えば ZUU online「韓国の中央銀行がブロックチェーンや仮想通貨の採用検討」
https://zuuonline.com/archives/96612 などを参照（原文 2016 年 2 月 8 日、接続 2016 年 2 月 8 日）。 
4 国際金融のトリレンマについては小川英治（2011）「東アジアの通貨事情が見える『国際金融のトリレン
マ』入門」（2011 年 6 月 13 日）に詳しい。 http://www.president.co.jp/pre/backnumber/2011/20110613/19268/19276/
（2016 年 2 月 11 日接続） 
5 ZUU online 編集部「金融危機のギリシャで関心高まる『ビットコイン』日本では規制求める声」（2015 年
8 月 17 日）を参照 https://zuuonline.com/archives/77042（2016 年 2 月 8 日接続）。 
6 国内・国外の利子率の変動リスクが 0 の場合には、資本移動完全自由化で財政政策は完全に相殺される
ことが知られている。 

























地として人気の高い国でした。しかし、2009 年 10 月に始まるギリシャの政権交代とそれに伴
                                                                 
7 例えば「セカンドライフの歩き方」HP http://www.sec-life.com/money.html などを参照（2016 年 2 月 8 日接
続）。 
8 http://secondlife.com/（2016 年 2 月 8 日接続） 
9 仮想通貨を名乗っている、最近登場したものの中にも、ペーター・ラン（2015）で取り上げられている
アトムコインや、http://gigazine.net/news/20160127-zcash/（原文 2016 年 1 月 27 日、接続 2016 年 2 月 11 日）
で取り上げられているZcashなどでも発行主体が存在するものがある。なお、本稿ではアトムコインやZcash
の妥当性・安全性・正当性は検証・保証していない。なお、詐欺などの疑似通貨との区別を考える上で、
2007 年前後の L&G による詐欺事件で登場した仕組み「円天」を例に挙げる。大石哲之「ビットコインと
円天の違いがわからん、とつぶやくあなたへ」2014 年 2 月 19 日 http://blogos.com/article/80656/ には、ビッ
トコインと円天の違いが示されている（2016 年 2 月 8 日接続）。 
－ 40 － 
う国家財政粉飾の発覚で始まるギリシャの債務不履行の危険性が高まると、キプロスの銀行に
も影響が出るようになりました。こうして始まるキプロス金融危機では EU や IMF から支援を
受ける代わりとして資産税の導入と 1 日の預金引き出し制限、ユーロ（通貨）の国外持ち出し
制限をかけるようになりました。いわゆるこうした「キャピタル・コントロール」は10、アジ














                                                                 
10 この「キャピタル・コントロール」という用語は藤井（2014）による。 
11 ZUU online 編集部「金融危機のギリシャで関心高まる『ビットコイン』 日本では規制求める声」（2015 年 8
月17日）を参照 https://zuuonline.com/archives/77042（2016年2月8日接続）。普及可能性に関してはWallStreetJournal 
2015 年 7 月 14 日の記事が詳しい http://jp.wsj.com/articles/SB11495408658641713516104581106842119350176（2016
年 2 月 8 日接続）。 
12 高城（2014）による。普及過程は日本経済新聞 電子版「ビットコイン ギークが育てた無国籍通貨」2013
年 12 月 29 日も参照。http://www.nikkei.com/news/print-article/?R_FLG=0&bf=0&ng=DGXNMSFK1803U_Y3A 
211C1000000（2016 年 2 月 13 日接続） 
13 従来の中国大陸政府の事例は高城（2014）p.19 参照。最近の中国大陸政府の対応策については日本経済
新聞 HP 2016 年 2 月 16 日「ビットコイン人気再燃、中国が切った思わぬ対抗策」http://www.nikkei.com/ 
article/DGXMZO97269280V10C16A2000000/ を参照。（2016 年 3 月 4 日接続）従来の日本政府の事例は日本
経済新聞電子版 2014 年 3 月 7 日を参照。（2016 年 2 月 8 日接続）http://www.nikkei.com/article/DGXNASGC 
0700C_X00C14A3MM0000/  
14 ZUU online 編集部「ビットコインが日常的に使われている人口 8 万人の孤島」（原文 2015 年 12 月 30 日）
を参照。https://zuuonline.com/archives/92906（2016 年 2 月 8 日接続） 
15 2014 年 11 月現在、王国としての申請中。http://news.livedoor.com/article/detail/9513504/（原文 2014 年 11
月 27 日、接続 2016 年 3 月 4 日） 
16 日本経済新聞 2016 年 2 月 25 日朝刊「ビットコイン『貨幣』認定 金融庁、法改正急ぐ」を参照。http://www. 
nikkei.com/article/DGXKZO97663940V20C16A2EE8001/ （2016 年 3 月 4 日接続） 
17 SankeiBiz 2016 年 2 月 25 日「仮想通貨は『財産的価値』 政府、資金決済法に定義盛り込みへ」を参照。 
http://www.sankeibiz.jp/business/news/160225/bse1602250500003-n1.htm（2016 年 3 月 4 日接続） 
18 日本経済新聞電子版 2016 年 3 月 4 日「ビットコイン、『貨幣』に認定 法規制案を閣議決定」を参照。 
http://www.nikkei.com/article/DGXLASGC04H01_U6A300C1MM0000/?dg=1（2016 年 3 月 4 接続） 

















                                                                 
19 「正しい取引履歴」の用語は野口（2014）に、「相互監視」の用語などは平野敦士「今年、『お金』に革
命的激変が起こるかもしれない…ビットコインが中国のせいで暴落中？」（2016 年 1 月 22 日）による。 
http://biz-journal.jp/2016/01/post_13423.html（2016 年 2 月 13 日接続） 
20 例えば「Mt.Gox に使われた脆弱性、トランザクション展性とは？」ビットコインの仕組み HP を参照。
http://bitcoin.peryaudo.org/malleability.html（2016 年 2 月 8 日接続）平和博「ビットコインの何が問題か」2014
年 4 月 28 日 HuffinPost http://www.huffingtonpost.jp/kazuhiro-taira/post_6974_b_4856535.html（2016 年 2 月 8
日接続）等にも詳しい。 
21 「ギリシャがユーロを捨てて Bitcoin に切り替えてはいけない理由」HP（原文 2015 年 3 月 3 日）より引用。
http://jp.techcrunch.com/2015/03/03/20150228why-greece-should-not-switch-to-bitcoin/（接続 2016 年 2 月 8 日） 
22 SBI 証券投資部藤本誠之「第二の IT 革命？ストップ高連発［ブロックチェーン］ってなんだ？」2016 年
2 月 8 日を参照。http://hbol.jp/80842（2016 年 2 月 8 日接続） 
23 注目具合については例えば ZUU online「韓国の中央銀行がブロックチェーンや仮想通貨の採用検討」
https://zuuonline.com/archives/96612 などを参照（原文 2016 年 2 月 8 日、接続 2016 年 2 月 8 日）。 
24 山崎大輔「『ビットコインはグローバル通貨として有望だ』Netflix CFO がビットコインの採用を示唆」
ビットコインニュース（2016 年 1 月 12 日）参照  http://btcnews.jp/netflix-cfo-said-bitcoin-should-be-global- 
currency/（2016 年 2 月 8 日接続）。 
25 「Bitcoin 界の有力デベロッパー、Bitcoin プロジェクトの失敗宣言」（2016 年 1 月 15 日、接続 2016 年 2
月 8 日）http://www.businessnewsline.com/news/201601151028100000.html と Mike Hearn による基記事（2016
年 1 月 14 日）https://medium.com/@octskyward/the-resolution-of-the-bitcoin-experiment-dabb30201f7#.xs6lqlsgl 
参照（2016 年 2 月 8 日接続）。 
26 Bitcoin 日本語情報サイト「アルトコイン」http://jpbitcoin.com/altcoins（2016 年 2 月 8 日接続）や、吉本
・西田（2014）p.117、高城（2014）第 6 章、野口（2014）第 3 章、斉藤（2015）4.1 節等を参照。また、こ
れらに未掲載のものも多い。 
27 通信化技術の応用例については Bitcoin 日本語情報サイト「ビットコイン 2.0」 http://jpbitcoin.com/bitcoin2s
（2016 年 2 月 8 日接続）などを参照。 
28 例えば野口悠紀雄「前時代的な国際送金の現状――ビットコインがそれを打破するか？」Diamond online 




























                                                                                                                                                                       
2014 年 4 月 24 日などを参照。http://diamond.jp/articles/-/52104（2016 年 2 月 8 日接続） 
29 産経ニュース 2015 年 10 月 1 日「中国人“爆買い”にブレーキ？ 大人気のカードに引き出し制限、幹
部の資金流出を牽制か」http://www.sankei.com/world/news/151001/wor1510010029-n1.html（2016 年 2 月 13 日
接続）などを参照。 
30 野口悠紀雄「急速に広がるビットコインの実生活での利用――しかし、日本はまったく取り残されてい
る」Diamond online 2014 年 4 月 10 日のように世界的な広がりを指摘する声もあるが、（犯罪面を除いて）
まだ主要な決済通貨の 1 つと呼ぶには無理がある。http://diamond.jp/articles/-/51438（2016 年 2 月 8 日接続） 
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られます。 



























                                                                 
34 SankeiBiz 2016 年 2 月 25 日「仮想通貨は『財産的価値』 政府、資金決済法に定義盛り込みへ」を参照。
http://www.sankeibiz.jp/business/news/160225/bse1602250500003-n1.htm（2016 年 3 月 4 日接続） 
35 日本経済新聞 2016 年 3 月 4 日「ビットコイン、『貨幣』に認定 法規制案を閣議決定」を参照。http://www. 
nikkei.com/article/DGXLASGC04H01_U6A300C1MM0000/?dg=1（2016 年 3 月 4 接続） 
36 元ファンドマネージャー近藤俊介「ビットコインが基軸通貨の代わりになれないワケ」ZUU online 2015
年 4 月 28 日参照。https://zuuonline.com/archives/56523（2016 年 2 月 8 日接続） 





























                                                                 
37 少なくとも商品ではあることを日本政府は認めている。注釈 4 参照。また、小幡績「ビットコインとい
う『通貨』の正体」2014 年 3 月 13 日 http://toyokeizai.net/articles/-/32820（2016 年 2 月 8 日参照）でも、ビ
ットコインは通貨の形をした投機用の金融商品としている。 
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